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の動員・連結・創造を行う PPP の機能に焦点をあてることが必要になる。PPP が、このような機能を






本論文は、5 つの章で構成されている。第 1 章で、本研究の目的と問題意識を明確にした後、第 2
章では、PPP 研究の先行研究をレビューする。第 1 に、PPP の定義と PPP 研究における本研究の位置
づけを明確にする。次に、これまで行われてきた PPP の主な形態について概説する。そして、PPP 研
究の主な論点、つまり、1）行政サービスの効率化と質、2）PPP のガバナンス、を取り上げ、各論点
に関するこれまでの議論をまとめる。これを踏まえて、PPP 研究の課題を提示する。 
第 3 章では、PPP を、知識をダイナミックに創造する条件整備として捉えたうえで、「協働のプロ
セスで、新しい知識と実践がどのように創造されるのか」について考察する。第 1に、これまで英国
で行われてきた PPP の文脈の変化を概観したうえで、定型化された知識の調達を通して効率的に行政
サービスを提供する、エージェンシー理論に基づく「NPM 型」PPP の限界を指摘する。第 2 に、分析
枠組みとして使用する知識ベース企業理論について概説する。続いて、PPP に参加する主体間の信頼
性や長期的な関係性を構築しながら、参加主体間の相互作用を通して、変化しつづける社会環境に対






























としての市民主導型 PPP のモデルと、その形成を促進する条件について考察している。 
本論文は、第 1章で研究目的と問題意識を明確にしたうえで、第 2章で PPP に関する先行研究をレ
ビューし、PPP による行政サービスの効率化と質の向上、およびそのガバナンスの視点から、これま
での PPP 研究の課題を提示している。第 3章ではまず、英国における PPP の変化と、エージェンシー
理論に基づく新公共経営（NPM）型 PPP の限界を指摘している。次に、知識ベース企業理論の視点か
ら、近年英国で取り組みが進んでいる市民参加型 PPP の特徴と限界を論じ、その限界を克服する新た
な PPP のあり方として、知識創造の条件整備としての市民主導型 PPP のモデルとその形成を促進する
条件についての理論的仮説を提示している。第 4章では、熊本県八代市が運営する地域 SNS（ソーシ
ャル・ネットワーキング・サービス）を媒介とした市民主導型 PPP の事例を、知識ベース企業理論と
それを補完する活動理論の視点から分析し、市民主導型 PPP の実態とその形成を促進する条件を具体
的に検討している。第 5章では、事例分析から得られた知見を整理し、本研究の理論的含意と今後の
研究課題について論じている。 
本論文は経営学の視点から英国と日本における PPP の取り組みを理論的・実証的に分析し、公的主
体と民間主体との協働による社会問題解決のための新たな知識の創造という、PPP の新たな可能性を
提起している。主に政治学・行政学分野で行われてきた PPP 研究の、新たな展開の方向性を示唆する
ものであるとともに、公共領域の組織と組織間関係のマネジメント研究という、経営学の新たな研究
領域の可能性をも示唆する優れた論考である。本論文の実証分析枠組みと仮説探索的事例分析につい
ては、今後より多くの実証データを用いて更に精緻化する余地も考えられるが、これらは本論文の本
質的価値を損なうものではなく、今後の研究の発展を予期させるものといえる。 
以上のことから、審査委員会は一致して、本論文を博士（経営学）の学位を授与するに値するものと
判断した。 
